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教員研修における学校一行政関係の問題と課題
一協同関係のあり方をめぐってー
鳴門教育大学浜田博文
はじめに
教員の資質向上を目指す方策のなかで，近年とりわけ，現職研修の重要性がクローズ・アップ
され，その改善を目指した様々な施策が展開されている。 ζの趨性は， 1970年代以来，国際的な
論議の場でもはっきりとみられ，その改善の必要性と方向性が唱えられてきた(1)。そして後述す
るように，国内の政策・行政レベルと研究レベル(2)の双方においても，その頃を境として現職研
修の改善を意図した活発な論議が展開されてきている。
そこでの政策動向と様々な研修施策，及び現職研修に関する研究成果等を管見するに，今日そ
の改善の基本的志向は， I研修の体系化jにあるといえよう。しかし，それへの取り組みは，実際
には「行政=与える倶IJI学校・教員=与えられる側Jという関係のなかで進められてきた感が
否めない。改めて言うまでもなく，教員の研修は本来，自己の内発的欲求lζ基づく自主的・主体
的活動としてなされるべきもので， Iお仕着せjであってはならない。乙の点を踏まえるならば，
研修icl*lわる関係主体，特に学校と行政とがどのような関係を形作るべきかが，研修改善を考え
るにあたって，重要な検討課題とされなければ‘ならない。
以上の問題意識から，本稿は，教員の現職研修の改善にあたって，今後，学校と行政とがどの
ような関係のもとにあるべきかについて考察しようとするものである。以下ではまず，乙れまで
の日本の現織研修をめぐる施策展開を辿り，学校一行政関係に注目しながらその問題点を整理す
る。次に，アメリカでの実践事例を確かめながら，それらの問題点を克服しうる学校一行政の関
係のあり方について考える。
1. 行政主導による現職研修施策の展開動向
(1) I行政研修の体系化Jへの志向
1950'"'-'60年代にかけての教員の資質向上をめぐる施策は，養成教育の改革に焦点づけられてい
た。すなわち，養成教育乙そが教員の資質能力を決定づけるものだという考え方のもとに，免許
状取得に関わる諸基準を引き上げ，教員養成カリキュラムを国家的基準に基づいて構成しようと
するものであった。
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と乙ろが， 1970年代に入ると，むしろ現職研修に関する論議が活発化してくる。 1971(昭46)
年の中教審答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策についてJは，
教員の資質能力は「養成，採用，研修，再教育の過程を通じてしだいに形成されるべきものJで
あるとし， 1教職にある者が，その経験を掘り下げ不断の研修を積み重ねてその専門性を高める
ことが，教育の質的な向上にとってもっともたいせつである」とした。乙れは，養成教育中心か
仏教職の生涯にわたる継続的な現職研修への注目へと，論議の焦点を大きく転換させる契機を
形作った。その意味では，教員の資質向上をめぐる施策・論議展開における一つのエポソクであ
った。しかし，問答申が示した諸施策は，国家・行政が教員の養成教育一現職研修の全過程に関
与する強い姿勢を窺わせるものであった。
その後，教員の生涯を通じての現職研修の重要性は国際的論議において強調された(3)。また国
内でも， 1978 (紹53)年中教審答申「教員の資質能力の向上についてJで， 1教員の養成・採用
・研修の過程を通じて教員の資質能力の向上を図ることが重要である」とされ， 1教員がその年
齢や経験に応じて適時 適切な内容・方法により研修を受けられるようその体系的な整備を図るj
なと， 1研修の体系化」の必要性が提唱された。
これら1970年代における諸論議は 教員の資質は養成や採用前後の限られた期間の研修で完成
されるものではなく，養成から現職の各段階にわたる教職の生涯全体のプロセスを通じて継続的
に形成され向上していくものだという考え方を確立した。乙うした考え方は 1970年代末~1980
年代にかけて，従来本格的な取り組みがなされていなかった現職研修に関する数多くの研究成果
を生み出した(~)。また，都道府県教育委員会では，教員のライフステージに応じた研修課題の抽
出ム教職生活の生涯にわたるそれらの体系化へ向けて積極的な取り組みがなされていった{510
ただし，乙うした「研修の体系化」への取り組みは，先述のようにどちらかと言えば教員の資
質内容に対する管理主義的行政政策の見地を出発点としており，その後の具体的施策の展開にも
行政主導の傾向がみられる。その意味でこれは， 1行政研修の体系化Jとして捉える必要がある。
(2) 臨教審教育改革における「行政研修の体系化Jの強化
1984年以降の臨教審を中心とした教育改革論議でも 教員の資質向上は中心課題のーっとして
とりあげられた。臨教審は1987(昭62)年8月，最終の第4次答申を提出し 「教員の資質向上j
k関して， 1(1)教員養成・免許制度，採用の改善J1(2)初任者研修制度の創設J1(3)現職研修の体
系化jの3点を挙げた。乙れらの課題は教養審によって具体的に検討され， 1987 (昭62)年12月
に答申「教員の資質能力の向上方策等についてJとして提出された。さらにその内容を基にして
1988 (昭63)年12月，免許法が大幅に改正され，学歴・学位(称号)・取得単位数に応じた 3種
類の免許状の設定や免許基準の強化がなされた乙とは周知のとおりである。また，初任者研修制
度はすでに 1987(昭62)年度から 2年間にわたる試行を経た後，段階的lζ実施されてきている。
今次の免許法改正は，教員免許状取得基準の強化による養成教育の強化と同時に，段階的3種
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類免許制iζ連動したかたちでの現職研修強化をも意味する。現職研修に関する基準を法規に定め，
それに員IJった研修を遂行することがすべての教員に要求されているのであり，乙れは， 1970年代
以来の行政研修の体系的整備による「研修の体系化jの一環として位置づくものといえる。また，
初任者研修制度創設は，現職の最初の段階で行政研修を施すことによって，養成段階から現職段
階への"橋渡し"をしようとするものである。乙れも言わば， I養成-現職の連続性の確保JIC 
焦点づけた「行政研修の体系化j策として捉える乙とができょう。
2. 行政主導による「研修の体系化Jが内包する問題
(1) 教員を個性的主体として捉える視点の不足
教員の資質向上に関する今日の施策を支える基本的認識は，養成から現職の各段階にわたる教
織の生涯全体を通じての継続的なプロセスとしてそれを捉える乙とにある。乙の認識に立って今
日の施策は展開され，そこでは「研修の体系化Jがとりわけ重要な課題として位置づけられてい
る。
こうした認識は，教員の現職研修を考える際の基本前提のーっとして忘れられではならない。
そしてもう一つ忘れられではならない基本前提がある。すなわち，教員の研修は常に教員自身の
内発的な欲求iζ基づいて自主的・主体的な活動としてなされなければならないという乙とである。
乙こ15年ほどの間lζ活発化した「研修の体系化JIζ関する論議では，教員はほぼ教職経験年数
・職位・研修機会(場)と相関した研修課題を有する傾向があり， したがってそれらに応じた研
修内容と機会が体系的に組織される乙とが望ましいとの共通認識がなされてきた。そして現実IC，
都道府県教育委員会ではそれぞれの研修体系に基づいて，かなりキメ細かい教員研修システムが
形成され(6)行政による研修事業は制度的lζ非常に整備されたものとなってきている。
もとより「研修の体系化Jは，教員の資質向上を養成段階や現職段階の限られた短期間に注目
する乙となく，長期的展望のもとに継続的・段階的に図るための基本枠組ないし指標として極め
て重要な意義をもっている。しかし，今自の日本におけるその態様には， I行政研修が"織の目"
のように張りめぐらされたJ(7)状況だけが顕著であり，その問題性を指摘せざるを得ない。すなわ
ちその実態において，現職研修における行政主導性のみが際立つ傾向がみられる。
ζれまでの「研修の体系化Jの取り組みは，公教青lζ携わる教員全体が備えるべき資質能力の
共通項を，教員経験年数や職位等に応じて集約・整理しようとした内容であり (8)，教員を，同様
の特徴を有する"集団"として捉える視点が先行していた。その一方で，多種多様な錨性や経歴・
経験を有し，それぞれ個別の研修ニーズを持つべき"個人"として教員を捉える視点は軽視また
は除外されていたのである。教員の研修を類別する際に， しばしば.I行政研修(宮製研修)Jと「自
己研修(自主研修)Jというかたちがとられるが， この類別法は， I行政側が準備する研修は画一
的・強制的な研修で，自己の要求に基づく自主的な研修とは堅男1]される」という意識によって成
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り立っているといえよう。
教員研修が，個々の教員自身の内発的欲求iζ基づく自主的な行為としてなされるべきものであ
ることを基本前提とした時， r研修の体系化JI乙対するこれまでの行政主導的な取り組みは，教員
研修のあるべき本質にそぐわないものだと言わなければならない。
(2) 学校を有効な「研修の場」として活かす視点の不足
一方，日本では， r行政研修Jr自己研修j と区別されて「校内研修Jという研修形態も一般的
である。そして， r校内研修乙そが，教員研修のアノレファーであり，オメガーであるとの認識は，
かなり以前からあり，定着している J{9)といわれている。
校内研修は，すでに明治30年代においてみられ(10) その後今日 に至って大部分の学校(特に
小・中学校)で行われている(11)。筑波大学教育学系内教師教育研究会による調査でも， r学校を
場とする研修が，教師の力量形成に極めて重要な位置を占めているJ{12)乙とが指摘されている。
ζ うした校内研修がもっ「研修の効果Jは，その研修テーマや素材・材料が自分自身の日常的
な教育活動に密接に関係し 研修活動それ事態が日々の教育活動と結合したかたちでなされると
いう乙と，すなわち自分自身や自分の学校の教育実践に密着しているという点から生ずるもので
あろう。乙うした，学校がもっ「研修の場Jとしての特性を有効に活用するという志向が，1研修
の体系化Jにも求められるのではないだろうか。効果が期待される校内研修弘教育委員会等によ
る研究指定の都合など行政主導でテーマ設定がなされたり，教員がJI国番に研究授業を行いその反
省・批評会をするだけで終るような形式主義に始っていては，その本来の特性・効果を発揮でき
ないものとなろう。
校内研修は，当該学校の子どもの実態に基づいて，所属教員自身の意思にしたがってなされる
乙とによって，その効果を発揮できるものである。つまり，行政主導あるいは形式主義的な雰囲
気のなかで進められる校内研修は，元来校内研修が有しているべき重要な意義を失わせる乙とに
つながるものといえよう。
(3) 行政による支援的機能の必要性
教員の研修活動は，自主的・内発的なものであってこそ，意義を認められる。そして，そのよ
うな研修活動は日常の教育活動iとより密接した場や機会において，多様な形式・形態をとって展
開され得るものである。その意味で，個々の教員の主体性を生かし，また個々の学校の特性に適
した研修のあり方が，柔軟な発想、のなかで創造されていくととが望ましい。
「研修の体系化jは，一貫したプロセスとしての教員の資質向上過程を形成するために重要な
概念である。しかし，行政側の「お仕着せJ的な働きかけのみによるそれは， r行政研修工画一
研修Jr行政研修=強制研修Jという観念をいっそう堅屈なものにするだけで，教員自身の自己
研鍵iζは繋がり得ないであろう。根本的には研修課題や研修要求は教員個人やその所属学校によ
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って異なるものであり，それらを中心に据えながら，それらに対応する乙とを本旨として行政機
能の発揮がなされる必要がある。すなわち，個々の教員あるいは個々の学校の主体性を尊重し，
それらを生かすという方向で，支援的な役割機能を果たすことが，行政には要請されるといえよ
?
?
3. 現職研修のための新たな学校一行政関係づくり
教員や学校の要請l乙応えて行政担IJがそれらをサポートするという学校一行政関係のあり方を考
える上で，アメリカの現職研修における1970年代以降の試みは，異体的なてがかりを提示してく
tLる。
アメリカでは1960年代以降，大学・行政・学校(教員)の協同による現職研修の運営・実施の
あり方が論議され，その具体化として教員センター (TeacherCenter)が発展してきた。これは，
形式主義的な現職研修を廃し，真に現場の教育実践に密着した研修を行うためには，現職研修プ
ログラムを大学や行政が一方的に準備するのではなく， 3者の協同運営によってその企画・実施
を進める乙とが必要だとの考え方を基礎としてつくられた機関で‘ある。そこでは， 3者の代表か
ら成る審議会が教員の研修ニーズを確認した上で，選択幅の広い具体的企画を立て，それぞれが
有する人的・物的なリソースを活用しながら現職研修を実施していくという手続きが採られてい
る(13)。
乙のようなセンターの活動には，一定の体系化されたプログラム提供にとどまる乙となく，教
員の偲別研修ニーズに応える諸条件を調整・整備してい乙うとする行政機能の態様をみることが
できる。そして，現職研修に対するこのような行政の関わり方は，結果として，教員の研修意欲
を掘り起こし，それぞれのニーズに応える研笹を提供する乙とに結び、ついているのである(14)。教
員センターの試みは，大学をも含めた行政と学校の協同のための媒介となる機関・機構を設置す
るζ とで，相互の機能を研修の運営・実施に向けて活用しようとするものだといえよう。
また，教員センターのような新たな機関を設置することなく，学区教委自身が学区内の教員相
互の媒介役となって，教員のニーズlζ対応した現職研修の企画を援助する試みも見られる。フロ
1)ダ州デイド・カウンティ (DadeCounty)で行われている DATA(DadeAcademy for the Teach-
ing Arts)プログラムがその例である。
同プログラムでは，学区内の教員によって選ばれた10名の教員 (=resident teacher)を中心とし
て9週間にわたる研修企画を立て，それに学区内の教員(=externteacher)が参加する(その間，
代替のための補助教員を各学校へ派遣する)という形態が採られている。その研修の中で， レジ
デント教員には参加教員を援助したり，かれらの活動を調整する役割が課されている(15)。
筆者が見学させていただいたレジデント教員による企語会議では，各教員間で様々な意見が交
わされ，学区教委スタッフがそれらを調整・集約していくというかたちで，企画が立案されてい
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Tこ(16)。
日本の「行政研修Jの企画プロセスにおいて，乙のようなかたちで教員の意思を直接取り入れ
ようという手続きは，ほとんどなされていないと言えるだろう。そのような日本の実情を，向プ
ログラムについて説明して下さったある女性教員に話したと乙ろ，彼女は「学校の中で起こって
いる乙とを，最もよく知っているのはいったい誰だというのですか?それは教員自身です。Jとい
うことを盛んに強調していた。「教員自身の課題を解決することが研修の意義であり，そのための
研修内容は，教員の意思なくして考える乙とはできないj という考え方が， 乙の試みを堅留に支
えているといえよう。そして，行政は，あくまでもそれらを調整・支援するための機能を期待さ
れているのである。
日本の現職研修において，行政側が乙うした支援的な機能を拡充していく際には，各地の教育
センター(研究所)が重要な位置にあるといえよう。各都道府県・指定都市にはそれぞれ，教員
研修のための種々のリソースを備えた教育センターが設置され，様々な研修講座が実施されてい
る。しかし，そ乙での研修は教員にとって「お仕着せj的な性格を拭えないものとなっているの
ではないだろうか。
都道府県指定都市教育研究所長協議会は，すでに1985年に Fこれからの時代に対応する教育セ
ンターのあり方』と題する報告書のなかで， ifスクー jレ・フォーカスト』の研修を促進する機関
乙そ，教育センターでなくてはならないJ(17)と提言している。しかし，基本的には「教職員のラ
イフステージに応じて職能成長の発達を促す体系的研修を行う乙とJ(18)が目指されており，そこ
には教員自身あるいは学校自身の研修ニーズや解決課題を中心に据えた研修内容の開発といった
志向はあまり見られない。その根本には，行政主導による「行政研修jの整備という意識が潜在
しているのではないだろうか。
教員自身の主体的活動として現職研修を活性化させるためには，乙のような行政主導的な意識
から，学校・教員自身の意思を生かす意識への転換が要請される。例えば具体的には，これまで
教育委員会や教育センターが一手に行ってきた研修の企画・運営プロセスに，参加者側の教員を
積極的に加わらせることを考えることもできる。また，校内研修の成果や教材その他の情報を蓄
積・公開する場としての教育センターの機能をより活用し，そこを核として各学校や教員間の情
報交流の機会をつくっていく努力がなされてもよい。それは，地域の自主的な研究サークノレを形
作る契機にもなり得る。
行政摂IJは， Iフ。ログラムの形式を整え，より多くの教員をそれらに参加させる」といった観念か
ら離れてみる必要がある。その上で，両者が研修をめぐって新たな協同的関係を構築していく乙
とが求められる。
〔注〕
( 1 )例えば1974年のOECDによる教師政策会議では，養成教育よりもむしろ現職研修の方が重
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要だと合意された。また，翌年のユネスコ会議では， 1教師教育は就職前教育と現職研修と
の一貫したプロセスの中で継続的・段階的になされる必要ーがあることJとされた。(国立教
育研究所内日本比較教育学会「教師教育」共同研究委員会編『教師教育の現状と改革』第一
法規. 1980年， pp.13 -23) 
( 2 )研究成果の主なものとして次のものなどをあげる乙とができる。
① 筑波大学教育学系内新任教師教育研究会『新任教師教育に関する基礎的研究j1981年.
② 国立教育研究所内現職教育研究委員会『効果的な現職教育計画の研究開発のための基礎
的研究j]1982年
③ 日本教育行政学会指導行政特別委員会編『教職の質的向上と教育指導行政に関する総合
的研究Jl1982年.
④ 日本教育学会教師教育lζ関する研究委員会編『教師教育の課題J明治図書， 1983年.
⑤ 筑波大学教育学系内教師教育研究会『教師の力量形成と研修システムの改善に関する実
証的研究j]1983年.
⑥ 岸本幸次郎・久高喜行編著『教師の力量形成』ぎょうせい， 1986年.
⑦ 現代教職研究会『教師教育の連続性iζ関する研究』多賀出版， 1989年.
( 3 )注(1 )参照.
( 4 )注(2 )参照
( 5 )昭和58年度の文部省「教員研修実施状況調査Jによると， 31県が体系的な研修計画を有し，
8県は検討中であった。(r内外教育J時事通信社， 1985年3月15日)
( 6 )文部省の昭和61年度調査によると，国庫補助の対象である新規採用教員研修，教職5年経
過教員研修，新任教務主任研修の他に， 110年経験J115年経験J120年経験J1管理職JI主任
等」を対象とする全員研修を実施する県・指定都市もあり，行政研修の体系的整備が積極的
に進められてきているといえる。(r内外教育』時事通信社， 1988年6月28日)
( 7 )神田12著 f教師の研修権J三省堂， 1988年， p.30. 
( 8 )ただし ζの点についても 「乙れら経験年数・職位に応ずる研修内容が科学的研究の成果
に基づいて決められているとはし 1えない。また，教員が行っている各覆の研修活動の実体を
把握手して研修の機会を調整する仕組みも十分ではないJとの指描がある(岩下新太郎「わが
国における教員研修行政の課題Jr呂本教育行政学会年報・ 7Jl教育開発研究所， 1981年，
pp.18 -19) 
( 9 )牧昌見「教員研修をめぐる毘際的動向Jr日本教育行政学会年報・ 7Jl教育開発研究所，
1981年， p.31 
(10)詳しくは，中留武昭編著『校内研修を創る』エイデjレ研究所， 1984年， pp. 9 -29を参照
(11) 1981年の東京都公立ノト・中学校教員を対象とした調査では，全体の88%が「学校としての
研究テーマjがあると答えている。(伊津野朋宏ほか「教師の指導力形成要因lζ関する調査
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研究Jr日本教育行政学会年報・ 7j教育開発研究所， 1981年， pp.129 -143) 
(12)注(2 )の文献①， p.179. 
(13)浜田博文「アメリカのTeacherCenter における『協同 (collaboration)jの実態ーフロリダ
升!の事例を中心に-J r教育学研究集録』第10集，筑波大学大学院博士課程教育学研究科，
1986年10月， 69~79頁を参照.
(14)浜田博文「アメリカにおけるTeacherCenterの活動とその特質に関する一考察一教師の自
主的研修活動の助長の側面を中心に-J r学校経営研究J第13巻，大塚学校経営研究会， 1988 
年4月， 37~53頁を参照.
(15) Dade County Public Schools，“DAT A Handbook." 1988 
(16) 1988年7月22日， Dade County Public Schools， Bureau of Staff Developmentで.
(17)都道府県指定都市教育研究所長協議会， rこれからの時代に対応する教育センターのあり
方j1985年3月， 13頁
( 18)向上， 20頁.
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